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女性の住宅所右に関する実態分析

THE CHANGING CONTEXT OF WOMEN'S HOME OWNERSHIP 

平 山洋介-

EうosukeHJRAYAMA  

This paper looks at the changing田 ntextof women's home ownersrup in Japan as a homeowner s岨 e隊 Th，
development of the home 0問問由ipba鎗 dhousing sys飽minthep冊 t.w紅 periodhas been organized around 

the 'standard family' or 'male bread winner' model in tenns ofhousehold structure. In this paper， however， it 

is high1ighted that married women have inc沼田singlybe伊 nto own their own share ofhousehold assets in the 

fo，由ofresidential property while single women a四 s岨1excluded from the home owne四 hiporiented s皿lety.

Ke)'WOI由 :hous1nιowneroccupied housi噌 ;home ownership， hom回附ers<悶 ety， women 
住宅待家住宅所有待家社会，女性

1 目的と方，去 夫婦とその子どもが形成する様態世帯は夫が収入を稼ぎ出し妥

戦後日本社会を特徴づける最大の要紫の一つはその持家社会と は家事と子育てを担うという役割分担に立脚する 九 停家社会のマ

しての存立である.持家は住宅の主要な所省形態としての位也を占 ジョリティは、結婚し、子どもをもち収入を淘やし住まいの「梯

め待家世織の比率は約6割の水噂で推移してきた.降復社会とは、 子」を霊の 持家を取得し 住宅資彦を形成する という原噂的な

持家が多いだけではなく、多くの人びとが住宅所有に価値があると ライフコースを歩むと怨定されてきた 凡 そこでは f男性稼ぎ主j

判断し 拘家取得を錨向する社会を指す.住宅を所布し 持家社会 が住宅所有と資産形成に従事するのに対し.女性は男性主宰の世待

に番参加することは、伎まいの改善安定した鴎住家賃支出の回避 のメンパ としての地位を占め 自身の資蜜をもたずあるいは少

改築改装の自由怠どに結ぴっくと考えられている.多数の陛併が 量の資産しか保有し必かった.

賃貸住宅から待家へと住まいの「綿子』を登り 符家社会を鉱張し しかし、持家社会ロお付る女性の位置づけには変化の兆しがある.

てきたり・ 労働市場に参加する女性が湘えその経済力の上昇の可能性が高ま

術家には資産としての側面がある.世絡が蓄積する資産のなかで っている.初矯年齢の上昇未婚者のm大‘出生率の低下厳婚と
不動産貴重の比重はとくに大きい 九 符家を取得する行為は、佳む 再婚の治加などの社会傾向は世智形態とライフコースの多様化を

場所の物的状態に関係する定けではなく 資産を保有し 経済よの 促してきた.夫婦と予の領軍世併の比盛は減少し.単身者、夫婦の

セキユリティを磁保する意味を有した.住宅を贈入する世帯の大半 みの位裕、青島a信者のみの世俗などが滑えている.この過程では住宅
は住宅ローンを組む必要に迫られる.パプル経済が 1990年代初頭 所有と住宅資産への関わりをもっ女性が噌加し 女性の動向が符家

に破綻して以来 住宅価絡は低下し続け、神家の資産としての安涯 社会の内容に変化を捌くことがありえる.

性は;;iIまった.しかし.賃貸住宅の家賃支出が f浪費jであるのに 本研究は女性の住宅所有の実態を明らかにしようとするもので

対し 住宅ローンの返演は資産保有のための『役資』に相当すると ある.住宅問題研究の領域では 女性に注目した既往研究と して

いう見方がある 九 母子世併の住宅困簡を分所した研究、単身女性のマノンヨ/勝入に

待家社会の主要な構成単位は 『男性線ぎ主」型の傑単位調停である. 関する研究などがある 叫しかし、待家社会における女性の位置づ
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けを主題とし、その住宅所有の実態を解明しようとした研究はみら

れない.

住宅問題研究の分野では 世待単位の住宅条件の分析が通例の方

法とされてきた.住まいは世帯によって占有され その資産価値俗

世性格に帰属するという暗黙の前提があるためである.このことは

住宅に関わる統計 及び多彩な綱査の大学が住都単位の住まいの状

態を問題にしていることに表れている.しかし‘待家社会と女性の

関係を旋えるには住宅所有を世帯レベルだけではな〈 個人レベ

ルにおいて分析し、世俗のなかで女性個人がどのような位置をもつ

のかを考察する必要が生じる.住宅を法的民所有するのは位織では

なく、個人である.単援の個人が住宅をもち、あるいは複数の個人

が共同して住宅を保有することによって、待家という所有形態が成

り立っている.夫婦関係を含む世帯では。『男性線ぎ主jだけが住

宅所有に関係するとは限らず 個人としての失と婆が共同して符家

を取得するパターンがある 舷婦の縮大は世調停の待続性を揺るがせ

ている.舷別によって世待が個人に分解するとき 住宅資産が維に

鍋属するのかという問題が発生ぜざるをえない.世帯形館とライフ

コ スの多織化は 世俗レベルだけではなく 個人レベルの住宅条
件を往復する必要を高めている.

本研究i立、従帯単位の考祭を中心的な方法としてきた住宅問題研

究に個人単位の分析を羽入しようとする意図をもち、女性が所属す

る世移の住まいの状況を明らかにすると同時に、 女性個人の住宅所

有の実態に着目し 待家世俗における女性の位置づけを従えようと

するものである.以下では①世帯単位の住宅所有に関して分訴し

たうえで (2，0.@住宅所省者の名義の杷握によって、維が住宅
を所有しているのかを観察し (3l;1).@最後に 有配偶女性を対

録とし その個人の住宅所有についての考裂を行う (4濃). 

本稿において周いるデータは、財団法人家計経済研究所が実施し

た留置自紀式のアンケ ト関査の結楽である.園遊の計画 アンケ

ート漢の股針及び調査結果の分析は筆者が参加した向研究所の

「女性と資産に閉する網査J研究委員会によって進められ ここで

は筆者の分析担当節分のデ タを用いる.アンケ ト開笈は全閣の

25-54哉の女性に対して 2004年 11ff-12月に実絡された.この

年船層を醐査対象としたの俗、待家取得行動を起こす世帯がそこに

多〈含まれるからである.住民基本台帳から年齢と居住地峻を指傑

とする層化 2段締出法によって 3676人の友性が調査対象として摘

出されそのうち 60，0%.2205人から回容が得られた.網整と結

果の全容については同研究所発行の報告笹を参照されたい 九

2 世都の住宅所有

ここでは調査対象本人ないし皮偶者の所有織がある住宅を待家

と定磯し 世帯単位の住宅所有の実態をみる. まず女性の年耐~~J

に住宅の所有形態をみると〈表 1) 年船が高まるほど待家率がよ

昇するという明快な傾向がある.多数の世俗が住まいの f緒子jを

登り 持家を取得してきたことがわかる 情家世帯の割合は '30 

-34歳jでの 31.9%に対し r 40-44歳Jでは 54.8%と高<， r50 

-54歳』では 69.5%に遣する.若い女性の多〈は f観籾践の家j

と『民間賃貸jに住んでいる.年船 f25-29歳Jでは f観観族の

家J(41.3%). r30-34餓jでは 『民間賃貸J(31.9%)の比率が高

い.年命令の上昇にともない f税務悠の家」かbの際家によって『民

)38 

間賃貸j に移り そして『待家j に移行するというパターンが住み

替えの一つの典型になっている.

しかし 住宅の所有形思には女性の配偶関係によってきわだった

差異がある(表 1).持家率の平均値は 有配偶者では 54.6%を示

すのに対し 無配偶者では 7.8%ときわめて低い.この差異はすべ

ての年齢層においてみられる.年齢 r35-39縫Jでは有配偶者の

持家率が 51.9%であるのに比べ 無配偶者では 12，3%と低<.r 45 

-49銭jの符家率は2釘配偶者では 64.6% 無配偶者では 16.7%で

あった.配偶者の有無による符家率の鐙集は大きい.この実悠が示

唆するのは 多〈の女性にとって 住まいの f様子Jとは個人と

して登るのではな〈、男性主宰の俊調停のメシパーとして受るシステ

ムであった、ということである.女性のマジョリティは婚姻聞係を

煤介して拘家社会にアクセスしてきたといえる.無配備の女性では

年働の上昇につれて情家率が高まってはいるが どの年船庖におい

ても『観鋭銭の家Jの比率が鎗も高い.

家族類型別に住宅の所有形悠をみたものが表2である.有配偶者

と無配偶者の所有形態が大きく異なると同時に、それぞれのグルー

プごとに 家族類型によって所有形態に違いがある.有配偶者のグ

ループでは f夫婦のみJの待家率が 47.2%であるのに対し f夫婦

と子」の待家事は 57.7%とより商い.夫婦のみ世監修の多〈は若い.

これに比べ 子どもをもっ位稽は 年併が相対的に高〈 経済力を

向上させ大きな住まい~必震とし、資産形成を希望し始めること

から 防家取得に向かう傾向をより強〈示すとみられる.無配偶者

のグループをみると、『綬と同居Jの女性では『観 観族の家Jに

住む者が 86.2%と高い割合を占める.この多くは般家前の若い女性

に絞当する.隣家後の『単身j女性では「民間賃貸』が 73.5%と多

表 1 女性の年齢別配偶関係別住宅所有形態

情家観 民間公営社宅その
続篠賃貸 賃貸 他 (回答
の家 者数}

9も qも % % 9る % 

25・29歳有配偶 21.4 22.5 34.2 13.9 6.4 1.6 (187) 
無配備 0.7 65.3 27.9 4.1 1.4 0.7 (147) .. 12.3 41.3 31.4 9.6 4.2 1.2 (334) 

30・34崩有配偶 39.3 17.6 31.7 3.8 6.6 1.0 (2開}
無配偶 1.4 曲 6 32.4 2.8 1.4 1.4 (71) 
計 31.9 26.0 31.9 3.6 5.5 Ll (361) 

35-39歳有配偶 51.9 15.9 23，3 2.7 5.3 0.9 (339) 
無配偶 12.3 61.4 21.1 1.8 1.8 1.8 (5η 

計 46.2 22.5 2仁3.0 2.5 4.8 1.0 (396) 

40-44歳有配偶同3 17.5 13.4 3.5 2.6 2.6 (343) 
無配偶 7.5 50.0 32.5 10.0 0.0 0.0 (40) 

昔十 54.8 20.9 15.4 4.2 2.3 2.3 (383) 

45-49歳有配偶 ".6 17.5 10，9 2.5 3.5 Ll (285) 
無配偶 16.7 44.4 22.2 11.1 。。 5.6 (36) 

Z十 59.2 20.6 12.1 3.4 3.1 1.6 (321) 

50-54歳有配偶 73.1 12.1 10.2 1.9 2.5 0.3 (364) 
無配偶 33.3 38.9 19.4 8.3 。。。。 (36) 

計 69.5 14.5 11.0 2.5 2.3 0.3 (4回}

計 有配偶 54.6 16.6 19.3 4.0 4.3 1.2 (1，8曲 )

無配備 7.8 57.9 26.9 5.2 1.0 1.3 (387) 

計 46.3 23.9 20.6 4.2 3.7 1.2 (2，195) 

{住)不明を除く.
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とした符家取得が大幅に減少したω.これに対し f家賃を支払うよ

り国際入が得』は 54.1%と高い回答当事を宋す.キャピタル ゲインを期

待できないとはいえ、借家における家賃負但との比較における持家

の経済的な有利性を仮定した住宅取得が多い.年齢別に情家取得の

理由をみると、若い世帯では 『家賃を支払うより蛾入が得j の回答

率がより高<， r30-34歳jでは 67.0%，r25-29歳jでは 85.7%

に逮する.住宅価絡の低下、 住宅ローンの金利低下、政府による住

宅脳陣入支須の推進など 1990年代以降の持家取得を促す環境のちと

で f家賃を支弘うより薦入が得Iと判断する箸い世帯が槽加した

とみbれる叱

Architectural Institute of Japan 

い.r予と同館Jの世帯すなわち母子世待では 47.4%が『民間賃

貸J.15.8%が 『公共賃貸jに住んでいる.母子世帯の所得の低さが

住宅の所有形態に反映していると考えてよい.r税と子と同国jの

世帯では f観 観践の家j の比率が69.7%と高い.配偶者との厳死

別を経験した女性が子どもを連れて実家に戻ったケースが多いと

推測される.

3 住宅所有の名穣人

持家とその資産価値は世俗に帰属するというイメージがある.し

かし、法的に住宅を所袖ーしているのは維であろうか.土地。建物を

所有する世絡についてその不動産所有の名義人を表5に示した.

区分所有建物であるマンシヨンの所有は土地 建物の双方の所有を

意味するが ここでは建物の所有fに含めている.このデータによれ

ば土地所有名義人の 75.2%建物所有名義人の 74.9%は 「失のみj

である.女性が待家に住んでいるというとき その約4分の 3のケ

ースは、女性は自身の待家ではなく、失の待家に住んでいる とい

うことを意味する.r男伎稼ぎ主jの住宅所有にもとづく待家社会

の形成という俗図は依然として支配的である.女性の所有幡をとも

持家の取得時期をみると、 1990年以降が74.2%を占める〈表 3)• 

曾い換えれば倒査対象佐織が住む待家の約4分の3はバブル経

演が破駐し、住宅価格の低下が続いた時期に取得されたポストパプ

ルの符家である.調査対象徴帯の多くにとって 持家は資度である

にせよ、そのキャピタルゲイノによる資産価値の附加は生じなかっ

たと考えられる.年齢が低いほど符家の取得時期は新しく、r30-

34歳jではすべての待獲が 1990年以降に取得され.2000年以降

の取得も 51.0%と約半数に及ぶ.これに対し 年齢の高い世得では

パプル経済が発生する以前に住宅を取得したケ スもある.年紛

rSO-54餓』では 1984年以前の取得が 37.9%を占める.

調査対象の世帯が待家を取得した理由を観察すると(表41. r安

定して住める場所の磁保』の 54.9%において回答箪が高い.民間市

場の賃貸住宅では立ち退き要求を受ける可能性があるのに対し 持

家では居住の安定が商いと想定され、そのことが住宅取得を促して

いる.r住宅 ・土地の値上がりを期待Jは1.4%と少ない.ポストパ

プル期では住宅価絡の下落が続き キャピタルゲインの種得を動機

〈
回
答
者
数
)

表4 女性の年船~I

生鵬家値{主

的入賃上宅
贈がをが ・
与得払れ土

うを地

よ期の
り待

〈回答

者数〉

1
2
2
4
8
 

4

7

%
“

話

(19η 
(1，09η 
(4η 

(333) 
(133) 

その
他

% 

0
4
0
5
0
 

1
1
0
1
0
 

表 2 家族額裂別住宅所有形態

持家観 民間公営社宅
観族賃貸賃貸

の家

% % 

6
2
1
3
3
 

?
5
2
0
2
 

9る

1

5
0

3

8

 

5
5
0
0
0
 

% 

0
1
0
7
5
 

5
3
0
2
3
 

3

2

1
 

く有配偶者〉

夫婦のみ 47.2 
夫婦と子のみ 57.7 

父母と夫婦のみ 61.7
父母と夫婦と乎 50.8
その他 46.6 

% 

(35) 

ο03) 
(158) 
(162) 

(1..¥3) 
(203) 

(岨4)

%
一日

回

目

日

M

M

M

% 

".0 
59.2 
55.1 

51.9 
54.5 
57.6 
54.9 

aw
一帥
川
川
川
山
川
川
川

% % 

。o85.7 
3.9 67.0 
3.8 55.7 
8.0 54.9 
9.8 5羽3

5.9 42.9 
6.1 54.1 

不明を除く.

複数回答.

25-29歳
30-34歳
35-39歳

4044歳

45-49歳
50-54銭
E十

(註)

制
可
制
円
引
リ

muヴ
川
町

6

1

5

3

1

 

(

2

(

(

(

 

9
5
5
0
0
 

2
0
3
0
0
 

5
9
0
0
0
 

1
0
0
3
0
 

9
8
8
0
0
 

5
2
5
0
0
 

5
3
4
2
0
 

η
1
打

目

岨

9
2
5
7
0
 

5
師

ω副
知

3

3

8
1

0

 

凶

2
2
2
m

く無配偶者>

単身

観と同居

子と同居

貌と子と同居

その他

M 

(注)

土地住宅所有の名袋入(持地符家世帯)

土地所有の各義人建物所4干の名義人

% % 

3.9 3.0 
14.6 15.9 

1.3 0.5 
0.3 0.5 
0.1 0.3 
75.2 74.9 

0.6 0.6 
3.5 3.7 

0.4 0.6 
(710) (995) 

表5

(2，193) 46.3 

不明を除く.

貌と同居子と同居、綬と子と同居の世帯?には

貌と子以外の貌鉄を含む。

1.2 3.7 4.1 20.7 23.9 

本人のみ

本人と夫

本人と本人観

本人と失と本人続

本人と失と失続

ヲモのみ

失と本人続

失と夫貌

その他

(圃答者数)

(註) 不明を除く.

マノションは建物に含めて計算.

女性の年齢別 現在の住宅を取得した時期(待家世帯)

1979 19岨 198.'5- 1990- 199哩 20曲
以前 19制 19岬 1994 1999 以降

%%  % % % % 

25-29歳 0.0 0.0 2.9 0.0 23.5 73.5 
30-3..¥歳 0.0 0.0 0.0 7.1 41.8 51.0 

35-39綾 0.6 1.9 6.3 16.4 42.1 32.7 

40-44歳1.3 1.9 12.7 28.7 36.9 18.5 
45-49銭 4.1 7.6 22.1 27.6 25.5 13.1 

50-54綾 18.2 19.7 20.2 13.1 19.7 9.1 
2十 5.7 7.1 13.0 18.2 31.6 24.4 

(箆)不明を除く.

表3

(回答

者数}

(34) 

(問)
(159) 
(15η 
(145) 

(198) 
(791) 

住宅の取得理由(符家世帯)

場安無良いロ補社そ
所定い質粂 l助宅の
のし の件ンが 他

磁て 貨がを無会
係住 貸有借く社

め 住るりなか
る宅やつら
が すたの

% % 

25.7 0.0 
12.6 0.0 

12.0 1.9 
9.9 2.5 

11.2 2.1 
13.3 2.0 
12.4 1.7 
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女性の年鈴別住宅酸入のための頭金現金の調途方法{情家・入栓初)

君事 本処本現本借本夫 夫 夫 夫製夫
人 人分入金入り人の の の 名金の
のの 名のの入の貯 有 退磯の観
有週 後相観 れ鋭金値磁の側
価喰の線 引証金不続税
陸合不 組"を券の動 h実
勢の 動贈銭篠 山 の充 lii 聞か
の先 進与かカし処当の与ら
処当のらら 分 処の
分 のの 分

% 

0.0 
0.0 
I.l 

0.0 
0.7 

1.0 
0.6 

《
回
答
者
数
}

そ
の
他

夫
の
観
・

観
皆
既
か
ら
の

借
り
入
れ
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褒6

本
人

の
貯

金
引

き
出

し

現
金
で
の
支
弘
い
無
し

(34) 

(94) 

(151) 

(150) 
(145) 

(198) 
(772) 

%
一
回

日

“

日

目

白

日

%
一
日

日

市

帥

日

目

日

% 

23.5 
18.1 
12.6 

14.0 
13.1 

10.6 
13.6 

包帯

一
川
一

u
“

拍

幻

U

M

%
一
帥

U
M
M
M

M
U

F1

0

@
3

3

7
0
6
 

4
-0

0
1
3
0
2
1
 

%
一
日

口

M
日

M

M

U

%
一
川

山

川

即

日

ω
日

健司

一
帥

M
M
M
U
M
U

%
一
ω
M
M

M
m

M
M

% 

23.S 
42.6 

33.8 

32.0 
31.0 

29.8 
32.5 

% 

14.7 

16.0 
9.9 
10.7 

12.4 

9.6 
11.4 

.不明を除<.

・傾数回答.

25-291i1 
JO.34級

35.39歳
4().44黛

45-49袋

50-54歳
，十

(注}

、
回
答
者
数
)

女性の年Irl別住宅ローンの俗入先{持家酸入世帯}

無借機民公住 動 献金F そ
しり関問属医宅 務 資金 の
入金金先住他
れ高度 融 宅

表7

(33) 

(103) 

(158) 
(155) 
(145) 

(206) 

(邸調。}

入先には年働別に大きな差異がある.年紛 f50-54A.tJでは「住宅

金融公庫Jが 59.2%.r民間金継機関jは38.3%であるのに比ぺ

f30....34餓jではそれぞれ 37.9%，69.9%であった.若い世俗で

は『住宅金僧公庫Jが少な<.r民間金触慢関Jが多い.この要因

は 19同 年代以降に民間住宅ローンの金利が低下し公庫腫粛の金

利薗での有利佳が下がったこと.政府が住宅金融公雌の廃止を決定

し その僧資供給を 2000年代初頭から鎗小し始めたことにある.

防縁取得をめぐる経済政策条件の開舗が住宅ローンの僧入先の変

化に彫零している.

4 女性個人の住宅所有

次に、有国側の女性をm.とし。その自生省干の符家率だけではな〈、
「名磯有り仲家11f1について分析を加える.r名義有ηI'i家Jとは
裂が待ち分をもっ情家として定慨される所有形態である.世締伴家

同障と『名義有り鰐家』撃の双方をみることによって、女性個人の住

宅所有の実墜を縫え、拘重度俊得における女性の位置づけをみること

ができる.有配偶女性を分続対織とするの弘、住宅所有に関係する

女性の大半が省配偶者であるためである{前掲表 1)，ω.これまで

の考史認から明らかなように 有配偶の女性が住む侍家の典型は r!ll

性線ぎ主Jが所有する住宅である.多〈の女性は婚姻関係を総介し

て住まいの『悌子Jを笠って曾た.調査結果によれば有配偶女性

の立かで f名義有り符家Jに住む者は少なく、その平均値は 11.2%

なう不動監は.土胞に関しては. r本人と失J14.6%、『本人のみJ

3.9% それ以外 1.7%."'20.2% 建物については r本人と夫J

15.9%、『本人のみJ3.0%.それ以外 1.3".併 20.2%であった.

附議に住む女性が不動産の所有織をもっケースは約2割にとどま

っている.

女性が土地 建物の鰐ち分をもっ惟停に関して その符ち分の比

耐をみてお〈と 土地と建物の双方において f50%Jと r，.鬼未満j

が多い.土地については r50'‘Jが 42.6%.rr;o%未讃Jが 34.0%、
盛物に関するそれぞれの比率は41.1%.41.6%であった.持家に暦

住している女性が不動産の持ち分をもっている渇合 その鰐ち分は

大半のケースにおいて5割以下である.女性の持ち分が r5鍋紹j

であるのは土砲に関して23.4%‘建物に闘して 17.3%と少ない.

待家世帯のなかで所有する土他 。住宅の全部ないし-JlIIを隙入

によって取得した世帯を符議員情入世帯と定縫すると、その比離は

86.9%であった.残りの 14.1%は土地住宅の金総を相続贈与に

よって取得した陸相官である では 鰐稼働入世俗は峨入のための賞

金をどのように調進したのか.仰家自借入世帯のうち住宅ローンを利

用した世智は95.7%に及ぶ.住宅ローンの頭金及び現金蛾入の若

干の務例における現金に関して、その鴎途方按をみると 「夫の貯

金引幽jの 65.8%において回答車が鰻も痛い{表6).崎議院入の

ための頭金 現金調達では夫の資金カが中心的な役割を梁たしてい

る.しかし同時に 『本人の貯金弓l幽Jが 32.5%を示し 女性の資

金を附いて符家を蛾入した世帯が約3割を占める.若い世帯では夫

ないし本人の「観観族からの現金の相続 ・贈与」の割合が相対的

に高い.所得の低い若年世帯は観世代からの相続 ・贈与によって資

金カを補強することがある.

住宅ローンを組んだ世俗について.その名緩をみると 『夫のみJ

が 90.0%に適する.女性が住宅ローンの名磯をもっ位鯵は 8.3%に

すぎない.この傾向が含意するのは資本市場における『男性穆ぎ

主jの慣用カが待家社会の基盤を形成したということである.女性

が貯金を使って頭金の穆備に協力することはあるにせよ、住宅ロー

ンを組むケースは少ない.

俗語反鵬入世併における住宅ローンの伽入先は『住宅金融公庫J

(52，4%)と『民間金風機関J(51.3%)が中心である(表7).この借

%
一
M

M
U

M
旧

日

日

%
一
M
日

U
口
M

M
口

% 

3.0 
2.9 

10.1 
14.2 

15.2 

1" 
12.0 

% 

30.3 
37.9 
43.7 

55.S 

64.1 
59.2 

52.4 

% % 

3.0 78.8 

1.9 69.9 

6.3 58.2 
1.3 49.0 
4.1 44，8 

6.3 38.3 
4.3 5l.3 

不明を除<.
復数回答.

25.29餓

30-34歳
35.39t.l 
40-44-'1 
45.49線
路 54復
計

(注}
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方の年収が言者い世帯が存在すること、しかし同時に.失が高所得で

裂の収入が抵い怪帯、失が低収入で妥が収入をもっ世織など，夫妻

の収入の緩み合わせに多織なパターンがあることを示唆する.

世網野傍家惑と 『名義有り情家』率を妥の就労状況別 学歴別に図

2に示した.就労状況Wlのデ タによれば『名畿有り待家J率は、

f就業経験無し』では 1.4%，f非正規雇用者jでは 7.8%であるの

に比べ Ij[綴雇用者Jでは27.3%と商い.1名義有り得家』の割合

は妻が高学歴であるほど上昇する.鐙終学歴が『中学 高校』では

f名儀有り持家I撃は8.4%、「大学・大学院Jでは 18.6%であった.

繋の就労状況と学震は世帯狩家率とは相関しない.これは商学歴の

女性 正規雇用の女像が若い世代に多いためと考えられる.

正規砥用の緩験をもっ有配偶女性の f名義有り得家j箪は、その

正緩雇用の年数と明織に相関する〈図2).r名義有り持家jに住む

婆の割合は、正鏡雇用 15'1'未満』での7，4%に対し 120年以上j

では 32.1%を示す.正鍵雇用年数砿世帯情家怒とも相関し 15年

未満Jの世帯符家率は 48.0%.f20年以上Jでは 72.8%であった.

正規雇用年数が長い女性は年齢が高〈 世帯の緩務力を引き上げる

ことから、世移持家準が粛くなる.

妥が金融資産を保有するかどうかは『名媛有り伶家J率の水溶に

関係する(図3).j毎の額貯金が『無しjでは f名様有り待家J率

は3.3%と低<.f400万円以上』でl;t23.8%になる.預貯金以外の

金目盤貴重との関連において「名緩有り停家j率をみると f無しJ

では 8.5%であるのに比べ妥が『生命保険J1個人年金保険J1有

価医勢Jをもっ世帯では 14.0%.16.9%， 14.9%を占める.金融資

産をもっ惑は住宅資産をも所有する傾向を示す.獲による金融資産

Architectural Institute of Japan 

にすぎない.しかし 以下にみるように 有配備女性の経済的な属

性は住宅の所有実態と繍随し、経済力をもっ婆は『名義有り伴家j

に住む傾H首を示している

漢の年収、夫の年収、及び世帯年収の高低によって世帯符家率と

『名義有り持家j率がどのように異なるのかを図1に裂した.裂の

年収が槽方するにつれて『名義有り得家J率と世帯符家事の双方が

上昇する.婆が収入をもたない世惨では世帯持家率は 48.9%，r名

披有り待家Jは6.9%であるのに対し.饗の年収が r400万円以上j

ではそれぞれ67.5%、47.0%に及ぷ'"結婚している女性の緩梼カ

は自身の住宅資産を槽やす効果を有し 同時に惟帯の符家取得を支

える役割をも果たしている.警の年収は『名義有り符家j事とより

強い相関を示す.

夫の年収と位荷予写収は世帯?符家事と強〈相関する.世帯の持家率

は夫の年収 f300-400万円Jでは 37.0%、健常年収 f300-400

万円』では 37.2%であるのに対し、夫の年収 f800万円以上Jでは

73.1% 世帯年収 r1，000万円以上Jでは67.6%に遣する.l!t帯年
収は警の『名義有り得家J事とも相関する.1名綾有り持家J'"は

世彼等収 f3oo-400万円jでの4.7%に比べ、 fl，OOO万円以上Jで

は23.0%と高い.婆の所得が世帯年収の摺加に寄与し 世帯符"''''

と f名義有り得家』率を押し上げていると考えられる.失の年収と

婆の『名様有り持家率Jは弱い術開しか示さない.これは央委の双

80% 曲%40% 20% "る
収入無

13{)万円未満

80'も

%(H8  
518655348 8 

曲%40% 20% 0% 

非正腕雇用者

正銀雇用者

自蛍・家族従業者

以前有職

現在無職

就業経験無

5年来演

5-10年未満

iOドIS年来湖

15-20年来満

20年以上

短大高専

中学高校

A

般
労
状
況
)

〔

E
m飛
躍
周
年
数
V

(
n
m
終
学
歴
V

130-2田万円未満

2α"冊万円未満

3同41冊万円未溺

300万円未機

4α>500万円未満

6曲 800万円未満

3曲万円未満

3曲 4田万円未満
《

世
帯
年
収
V 

7回 1刈lO万円未

5叫珊万円来満

400万円以

3叫41冊万円未

5曲ゐ刷万円未

800万門以

〈
本
人
年
収
)

(
央
年
収
〉

大学大学院

〕ヨ塑型空
(注1'j[処扇周者は。若干の経営者、役員を含む.
非正規雇用者は臨時パートパイト派置社且内蔵.
自営家族従業者は若干の自由業者を含む.

E鋭雇用年数は、正規雇用の経肢をもっ者に関して集計.
不明を除く.

土盟盟主j

400-'曲万円朱鴻

1，000万円以

就労枚貌正線雇用年数倍線学歴別

女性{有配偶者)の持家率

一-141 
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図2

盟堅呈]

女性(有配偶者)の符家率

→ l・ 名制榊騨

本人・夫世併の年収別

{注)不明を除<.
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世帯のメンノてーとしての位置にある.多数の世帯が傑司際的なライフ

コースを歩み、住まいの f初予j を笠った.多くの女性にとって、

僧家社会への惨加とは婚姻関係を娘介した・参加であった.これに対

し‘無配備の女性の鯵"''''はきわめて低い.調査結集が明快に表し

ているように 配偶者の有無は女性の持家率に決定的な彫嘗を与え

る図子である.無配偶女性は住まいの f徹子jに歩加できず 住宅

所有に容易にはアクセスできない状現にある.

榎市従事停をAI礎単位とした待家社会が持続性をもっ一方 女性が

住宅資産の保有に関与し芯いままの状鰭が師くようにはみえない.

本稿では有配偶女性の経境的な属性が『名穣有り鰐家J事と相関す

ることを明らかにした.女性が備える経前力が上昇するのであれば、

その住宅所有をともなう待家社会が生成するとみられる.有配偶女

性の f名磁有り的復jが槽加するとすれば そのことは女性自身の

住宅資産の形成を憲味し 同時に世帯?の持家取得における女性の賃

訟の鉱大を含意する.関査結果によれば、女性が住宅ローンの頭金

を負担するケースはみられているが住宅ロ ンの返済負偲を担う

女性は少ない・h 女性の就労は安定伎を欠き結婚出産怠どによ

って中断する場合が多いことから、女性による住宅ローン市舗への

アクセスほ困嫌であった.しかし すでに指摘されているように、

女性の就労の綿織性は高まる傾向にある.このトレンドが続くとす

れば、住宅ローン市栂に参入する女性が湖える可能性がある川.

a最後に 今後の研究標題として 女性のライフコースの多織化と
俗語反社会の関係をより包括的に分析する必要性が抱嫡される.女性

と住宅所有の関係の変化は女性というグループの内憾における差

鈍を鉱大する.無配偶の女性が憎え‘単身女性が治大した.単身女

性による持家政得の憎加が報告されている山.しかし、無I!C倒女性

の僧家事陪曾わだって低〈 、符頭反社会が無配偶者の大学を含んでい

ない紋現に変わりはない.より多〈の女性が労働市場に診却し始め

た.この傾向は女性会員の経祷カの向上を意味しない.来憾女性の

住まいの随C樹立賃貸住宅を採す観観艇の住宅に住むといった

パターンに分化し、低所樽の母子世帯の住宅事情はとくに厳しい.

符家に住む有配備の女性には‘経済力の高低によって住宅資重の保

有状視に温いがある.結錨するのかどうか 子どもをもつのかどう

か段労とその継続性、及び所得水噂陥どのような状況にあるのか.

などの変数によって女性が多むライフコ スはいっそう多織に分

岐していくと考えられる.この多俗化する女性のライフコースと住

宅所省の関係がt，'i~反社会をどのように変容させるのかを解明する

分析が求められる.

80.も

の保有状況は世帯停の鈎家$と相関する.年院と持官軍司区の高い位機に

おいて裂の金融資産が多い あるいは経協力の高い漢が世帯の経済

カを仰し上げ その持獲取を痛めていると考えられる.

これらの一連のデータが含意するのは 有配備の女性が住宅資産

に無縁の吠態が線〈とは限らないということである.待家の多〈は

依然として『男性稼ぎ主』の所布物である.しかし 女性の紐務カ

がいっそう向上するとすれば 「名護有り将家Jが僧え 女性個人

の資産所有が楢却する可能性がある.健機成長と所得の仲ぴが停滞

し 労働市場の機動化が進むなかで f男性線ぎ主Jの健機上の安

定の度合いは低下してきた.初婚年歯舎の上俳 所得上昇の鈍化など

を慶囚として、符家を初めて取得する時点の年齢が上がり、 t-'U反市

掲への移入が遅れる世相停が別館えている地.得議取得の遅れは住宅ロ

ンの返梼に焚やせる年教の減少を意味する.これらの点からすれ

ば女性の就労と所得は自身に資産保有をもたらすと同時に 世帯

の情家取得を支えるうえでより大きな役割を飽う可能性をもっ.旧

来の符家社会は、 r!ll性稼ぎ主j が住宅を所有し、そこに婆と子ど
もが住むという型の世帯を単位としていた.警の『名後有りt，HiJ

の繍加は 個人としての失と婆が共同して所有する住宅資重量の形成

を意味し 女性の資産所有を含む持家社会の生成の可能性を示峻し

ている.
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財図法人家計鐙前研究所の『女性と資産に関する調査I研究書員

会において本備のペースとなった調査に..加する峨会を頂餓し、委

員の岩国正襲(主査〉 御船美智子永井暁子村上あかね 酋野

淑美ほかI1先生から多大なご教示をいただいたことを記し創意を

表したい.また、盟名のま縫者には.データ解釈等についての有益

な示唆を与えていただいたことに関し.お礼@し上げる.

注

"以上については Y闘 ukeHirayanla: RII・hapingthe H，抑制ngSy・相n

Home Ownership as a Catalyst for Social Transform曲。n，YO・""

5 結院

本衝でlま 女性の住宅所有の実態をみるために、世俗レベルだけ

ではな〈、個人レベルの住宅所有に関して分併を符ってきた.r男

性11ぎ主J型の様噂世網野を構成単位とする情家社会において.女性

と住宅所有の聞係を額解するには 符家世帯の実態を観察するにと

どまらず、 女性個人の住宅所有について分場し。持家世帯のなかで

の女性の位置づ付を抱摩する必要が生じると考えたからである.こ

のことは、世帯単位の住宅条件の解明を主年方法としてきた住宅問

脳研究の領域に個人単位の分街 あるいは並帯と偏人の関係の分"

を新たな方法として場入する意味をもっ.

綱査の結果から何がいえるのだろうか.何百京社会の禍遣は、『男

性鎗ぎ主j型の保市世網野を基礎に縫えている点において 大き〈は

刷れていない.そこでは失が住宅資産を所有し 女性は男性主事の
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Hirayama and Richard Ronald (edsJ H()u$inc tmd $ocialTransition in 

Japan， London= Routledlle， pp. U;-.16， 2006伎悶aニ 持家社会化と住宅
政策鶴市問題， 74(!; 7 ¥ot. pp.3'17. 1983などを・附.

2)，凹‘年の全国消費拠"'"盆によれば、 1世俗当たりの家計資震の平地lま

S鋭渇万円 そのう色 11‘'‘ "，.万円が住宅 宅調.. ，馬鹿であった，

"以上に関してほ前掲HIrayama.2α16個民.指センタ 幡住宅と生活

大，.市の"家取得をめぐって，Jt生鎗，1982，三宅虜現径の『伸被術向j

について!国民生活研究，19を4η，pp.I'9， 1980，耳慣仲信仰家術向む

借家繍絹1.J:( 11区大学商山研究室編喫代の生活!l!附針副."上)， !IJ¥'i1，l降Z月十
pp.283'307. 1914 f.どを.00，
"戦後日本の社会と公共依慌が I列住棟ぎまj盤の個瞬間匹世需を社会の中uと

してa安定して倉た点についてほ多〈の附婦がめる， ，.山文野・.，.肉本の
女性政策動Q:.IIJDf.2切2西1"緒子近代目a‘と車悠モデル古川弘文""
2例)ot，どをfJM.
"この.については ヨωul<eHiraya幽a=Housing Policy and S償問1

Inequality in Japan， M. h;uhara (edJ COl/lparing S出 'alPolici~s 

J:}xp1orinl! New Perspect“'efl in BritRin arld Jspnn， Bristol: Pol悶yP~"，・

開 山川 2回 3をn
"副"畿通 ジエンダーからみた住宅問題伊刊車齢縫務研究， 69 1)， 

pp.28幻， ，似)6，岡大幡市にお"るyングルJ<位のマンンヨシ鶴入とそ

の骨JI:: r女性のための住宅約縄aの分訴から。事刊櫓理学，50巻 4号。
岬 l<I，3-161，2凹3，阿蘇畿の鎖倒別にみた住宅事情鯨子世俸の"屯問

題月刊続齢， 544善6句， pp.14'21， 2∞a 筋商リサ温崎照明細悩祐三

子母子世得の応住災婚に関する!I.礎的僻究特定所有関係の経年的変化

とそのB要因 日本埠篠切合計謝系治文集 No.599.pp.127'IS4. 2006周

母子陸視野の住宅健保の議舗と悶悶に関する研究 O本埠策学会計画系・文

集 N，時3.pp.141'152， 2叫"，ど.

。財団法人縦断綬白術研究所泉佐のライフコースと住宅所布 2岬6

81闘士交通省が災施した f土..間切に関する国民の意磁調資』によれば、 I土
，."預貯金や僚に比べて栴利な資aか』という聞いに 『そう思うJと回答
した者の比市ほ 1993俸の，，.から2∞停の，，.に低下している.陶土

交週省{緬} 平健 16年版土，.白書園立印刷局 2帥 4を・駿.

"この傾向.，、生命保険文化センター生活..齢と金属a保険に測する銅貨
、匂u創Xtlf.どにおいても街摘されている.

10)無配備のJ<伎について降、そのf:Y*-~がきわめて低い点が霊安である{褒

1 1.無配備符の住宅所fr:J隆盛をみることは'"警であるが今回の網傘で}志

向調反に住む純配備女性ほサ/プル歎がaoときわめて少な〈分針から除外
した.

日}本人年収 f130'2∞万円末機jにおいて世俗仰夜訓慣が48.2"と..も依<t，

る点が注目される.夫の所得が低いために沓が非保俊範綱金制える収入を

求めて''''し しかし貨の収入が川30'2凹万円未舗Jと低い胆得隠世

格全体の所得がと〈に儀〈なっている という解裂がめりえる.

121前ぬ Hirayama，2006を多照.この点の東京闘を対織とした分析として

平山隊介離京の泌てにN'IT出版 2006がある.

131夫名畿の住宅ローンにおいて裂が謹宿債務省になるケースがある.この点

の失態はアノケー ト鋼穫で院後っておらず解明できていない しかし

住宅ロ シに対する警ないし也の世，，~の飼わの方を知るうえで 速修"

局者の名穫を明らかにすることが今後の思噂として挙げられる.

14)以上に闘しては水路暁子女性のライフコースと住宅所有 前倒財f司法

人家附鍵前研ヲセ所所収を.，鰻

131前ぬIhH，2ω3など.

位以降年11月'"瓜割安理.2ω'.2月""縁組決定}
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